
計
画
名

根
拠
法
令

計
画
目
的

計
画
期
間

検
討
委
員
会
等

ﾊ
ﾟ
ﾌ
ﾞ
ｺ
ﾒ
予
定

決
定
予
定

所
管
課

障
が
い
福
祉
計
画
及
び

障
が
い
児
福
祉
計
画

・
障
害
者
総
合
支
援
法

・
児
童
福
祉
法

　
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
の
提
供
体
制
の
確
保
に
係
る
目
標
等

を
定
め
る
障
が
い
福
祉
計
画
（
第
５
期
）
と
、
障
害
児
通
所
支
援
及

び
障
害
児
相
談
支
援
の
提
供
体
制
の
確
保
そ
の
他
障
害
児
通

所
支
援
及
び
障
害
児
相
談
支
援
を
円
滑
に
実
施
す
る
こ
と
を
目

的
に
、
障
害
児
通
所
支
援
等
の
提
供
体
制
の
確
保
に
係
る
目
標

等
を
定
め
る
障
が
い
児
福
祉
計
画
（
第
１
期
）
を
、
両
計
画
の
整

合
性
を
図
り
、
一
体
的
に
策
定
す
る
。

平
成
３
０
年
度

～

平
成
３
２
年
度

障
が
い
福
祉
計
画

等
策
定
委
員
会

平
成
２
９
年

１
２
月

平
成
３
０
年

３
月

福
祉
課

子
育
て

支
援
課

特
定
健
康
診
査
等
実
施
計

画
及
び
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計

画

・
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に

関
す
る
法
律

・
特
定
健
康
診
査
等
基
本
方

針 ・
保
健
事
業
実
施
指
針

　
国
の
指
針
等
に
基
づ
き
、
保
険
者
が
、
疾
病
の
早
期
発
見
・
早

期
予
防
に
よ
り
被
保
険
者
の
健
康
の
保
持
・
増
進
を
図
り
、
特
定

健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
等
の
保
健
事
業
を
、
よ
り
適
切

か
つ
有
効
に
実
施
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
特
定
健
診
等
の
実
施
方

法
や
計
画
の
公
表
・
周
知
方
法
等
に
関
す
る
特
定
健
康
診
査
等

実
施
計
画
（
第
３
期
）
と
、
健
康
・
医
療
情
報
を
活
用
し
た
効
果
的
・

効
率
的
な
保
健
事
業
の
実
施
等
に
関
す
る
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画

（
第
２
期
）
を
、
厚
生
労
働
省
が
定
め
る
作
成
の
手
引
き
に
基
づ

き
、
一
体
的
に
策
定
す
る
。

平
成
３
０
年
度

～

平
成
３
５
年
度

国
民
健
康
保
険
運

営
協
議
会

平
成
２
９
年

１
２
月

平
成
３
０
年

３
月

国
保
年
金
課

高
齢
者
総
合
計
画

・
介
護
保
険
法

・
老
人
福
祉
法

　
社
会
情
勢
の
変
化
や
今
後
の
少
子
高
齢
社
会
へ
の
対
策
を
よ

り
一
層
推
進
す
る
た
め
、
本
市
の
め
ざ
す
べ
き
姿
、
高
齢
者
保
健

福
祉
施
策
の
方
向
性
を
示
し
、
そ
の
目
標
に
向
け
て
取
り
組
む
べ

き
施
策
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
介
護
保
険
事
業
に
係

る
保
険
給
付
及
び
地
域
支
援
事
業
の
実
施
に
関
す
る
介
護
保
険

事
業
計
画
（
第
７
期
）
と
、
高
齢
者
を
対
象
と
し
た
総
合
的
な
福
祉

施
策
の
実
施
に
関
す
る
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
（
第
８
期
）
を
一

体
的
に
策
定
す
る
。

平
成
３
０
年
度

～

平
成
３
２
年
度

介
護
保
険
事
業
計

画
策
定
等
委
員
会

平
成
２
９
年

１
２
月

平
成
３
０
年

３
月

介
護
保
険
課

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事

業
計
画
(
中
間
見
直
し
)

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法

江
別
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
は
、
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
法
に
基
づ
く
、
教
育
・
保
育
及
び
地
域
の
子
ど
も
・
子
育
て
支

援
事
業
の
提
供
体
制
の
確
保
そ
の
他
業
務
の
円
滑
な
実
施
に
関

す
る
計
画
で
あ
り
、
国
が
示
す
基
本
指
針
に
即
し
て
、
計
画
期
間

の
中
間
年
を
目
安
と
し
て
、
必
要
な
場
合
に
は
見
直
し
を
行
う
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
中
間
年
で
あ
る
今
年
度
（
平
成
２
９
年

度
）
見
直
し
作
業
を
実
施
す
る
。

平
成
２
７
年
度

～

平
成
３
１
年
度

子
ど
も
・
子
育
て

会
議

平
成
２
９
年

１
２
月

平
成
３
０
年

３
月

子
育
て

支
援
課

策
定
中
の
計
画
に
つ
い
て
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後見後見後見後見実施機関実施機関実施機関実施機関のののの設置設置設置設置についてについてについてについて    

 

 

１ 概  要   

        認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分ではない市民

における成年後見制度の適切な利用を支援するため、老人福祉法及び知的障

害者福祉法等に基づき、成年後見制度に関する相談受付及び利用支援等を行

う後見実施機関を設置する。 

また、後見実施機関は、高齢化の進展等に伴う成年後見制度の対象者の増加

に対応するため、弁護士等の専門職だけではなく、市民が後見等の業務を担う

市民後見人の養成・登録を行うとともに、登録した市民後見人の活動支援及び

監督等を行う。 

なお、運営については、業務の内容及び専門性を考慮し、権利擁護活動や地

域福祉活動を総合的に担い、成年後見制度の利用支援を適切に実施することが

可能な団体に委託する。 

    

２ 設置(案) 

（１）名  称  江別市成年後見支援センター（仮称） 

（２）設 置 日  平成２９年１１月１日 

（３）運営委託  社会福祉法人江別市社会福祉協議会 

（４）設置場所  江別市錦町１４番地の８７（ 江別市社会福祉協議会内 ） 

（５）開設時間  午前８時４５分から午後５時１５分 

        （ 土日祝日・年末年始休み ） 

３ 事業内容 

（１）成年後見制度に関する相談対応及び利用支援 

（２）成年後見制度の普及啓発 

（３）成年後見制度の市長申立等の支援 

（４）成年後見制度に関わる専門職、関係機関との連携及び調整 

（５）市民後見人の育成支援及び登録管理 

（６）家庭裁判所に対する適切な後見人候補者の推薦 

（７）法人後見受任時の市民後見人の活用 

（８）日常生活自立支援事業等との連携 
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【イメージ図】 

 

 

４ その他 

（１）開設記念イベント 

   後見実施機関の周知及び成年後見制度の普及啓発のため、市民を対象に

した記念講演会を開催する。 

   開催予定日：平成２９年１０月２９日（日） 

   会   場：江別市民会館３７号室 

 

（２）成年後見利用支援制度の見直し 

   後見報酬等の費用の負担が困難な者に対する助成制度について、これま

で市長申立による者を対象としているが、市長申立に限らず、市内に居住

する者は対象になるよう見直す。 

 

 

社会福祉協議会

江別市

成年後見支援センター（仮称）

日常生活

自立支援事業

その他

福祉事業

被後見人被後見人被後見人被後見人（（（（高齢者等高齢者等高齢者等高齢者等））））

専門職団体

市民後見人

民生委員・支援者

親族等

家庭裁判所

�総合相談

�普及啓発

�後見利用・手続きの支援

�市民後見人の養成・登録

�市民後見人のサポート・監督

�家庭裁判所・関係機関との連携

個人後見

相談

養成・サポート

相談・協力

連携
連携

連携、

後見人の

推薦

後見の審判

後見人選任

委託

支援

監督

法人後見
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江
別
市
地
域
公
益
事
業
等
に
関
す
る
地
域
協
議
会
の
設
置

○
設
置
（
要
綱
第
１
条
関
係
）

社
会
福
祉
法
人
が
社
会
福
祉
充
実
財
産
を
活
用
し
て
計
画
す
る
地
域
公
益
事
業
の
内
容
及
び
事
業
区
域
に
お
け
る
需
要
等
に
つ

い
て
、
公
正
か
つ
中
立
な
意
見
聴
収
を
行
う
た
め
、
地
域
協
議
会
を
設
置
す
る
。

１
所
掌
事
項
（
要
綱
第
３
条
関
係
）

（
１
）
法
人
か
ら
の
要
請
に
基
づ
く
協
議
事
項

・
地
域
の
福
祉
課
題

・
地
域
に
求
め
ら
れ
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
内
容

・
社
会
福
祉
法
人
が
実
施
を
予
定
し
て
い
る
地
域
公
益
事
業

・
関
係
機
関
と
の
連
携

（
２
）
必
要
に
応
じ
て
協
議
す
る
事
項

・
地
域
公
益
事
業
の
実
施
状
況
の
確
認
、
助
言

・
地
域
の
関
係
者
に
よ
る
取
組
・
課
題
の
共
有

・
協
議
会
が
必
要
と
認
め
る
事
項

２
委
員
等
（
要
綱
４
条
関
係
）

・
委
員
⇒
社
会
福
祉
審
議
会
委
員

・
会
長
、
副
会
長
及
び
職
務
代
理
者
も
同
様

３
会
議
（
要
綱
第
５
条
関
係
）

・
会
長
が
召
集

・
会
議
成
立
は
過
半
数
以
上
の
委
員
が
必
要

・
会
長
が
認
め
る
と
き
は
、
社
会
福
祉
法
人
の
担
当
者

等
を
出
席
さ
せ
、
意
見
や
資
料
提
出
等
を
求
め
る
こ
と
が

で
き
る
。

４
部
会
（
第
６
条
関
係
）

・
部
会
は
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

・
会
長
が
部
会
員
を
指
名

・
部
会
に
委
任
可
。
た
だ
し
、
部
会
長
は
結
果
を
会
長
に

報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

○
留
意
事
項

討
議
内
容
は
、
社
会
福
祉
法
人
が
自
ら
地
域
公
益
事
業
を
行
う
上
で
、
斟
酌
す
べ
き
参
考
意
見
で
あ
る
が
、
他
方
、
法
人
の
経

営
の
自
主
性
は
最
大
限
尊
重
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
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地
域

協
議

会
の

運
営

質
疑

法
人
か
ら

説
明

（
要
領
第
３
条
関
係
）

協
議

※
法
人
と
関
係
す
る
委
員
は
退
席
（
理
事
、

監
事
及
び
評
議
員
等
）

（
要
領
第
３
条
関
係
）

協
議
内
容
の
と
り
ま
と
め

（
協
議
概
要
の
作
成
）

法
人
へ
の
通
知

（
要
領
第

５
条
関
係
）

計
画
（
理
事
会
・
評
議
員
会

の
承
認
）
決
定

・
地
域

福
祉

充
実

計
画

の
提

出

・
所
轄
庁
（
江
別
市
）
の
承
認

法
人
か
ら
の

申
出

（
要

領
第
２
条
関

係
）
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江別市地域公益事業等に関する地域協議会設置要綱を次のように定める。 

 

 平成２９年９月２５日 

 

江別市長 三 好  昇  

 

（設置） 

第１条  社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第５５条の２第６項の規定に基づき、社

会福祉法人が社会福祉充実財産を活用して計画する地域公益事業の内容及び事業区域に

おける需要等について、公正かつ中立な意見の聴取等を行うため、江別市地域公益事業

等に関する地域協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、社会福祉法において使用する用語の例による。 

（所掌事項） 

第３条  協議会は、地域公益事業を実施しようとする社会福祉法人からの要請に基づき、

次に掲げる事項を協議する。 

(1) 地域の福祉課題に関すること。 

(2) 地域に求められる福祉サービスの内容に関すること。 

(3) 社会福祉法人が実施を予定している地域公益事業に関すること。 

(4) 関係機関との連携に関すること。 

２ 協議会は、前項各号に掲げる事項のほか、必要に応じて次に掲げる事項を協議する。 

 (1) 地域公益事業の実施状況の確認及び助言に関すること。 

 (2) 地域の関係者による取組及び課題の共有に関すること。 

 (3) 前２号に掲げる事項のほか協議会が必要と認める事項 

（委員等） 

第４条  協議会は、委員２４人以内をもって組織し、委員は、江別市社会福祉審議会条例

（昭和４８年条例第４８号。以下「条例」という。）第１条に規定する江別市社会福祉審

議会（以下「審議会」という。）の委員をもって充てる。 

２  協議会に会長、副会長及び職務代理者を置き、それぞれ審議会の会長、副会長及び職

務代理者をもって充てる。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

５ 職務代理者は、会長、副会長ともに事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条  協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。 

２  会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、会議に地域公益事業を実施しようとする社会福

祉法人の担当者その他の委員以外の者の出席を求めて意見を聴き、又は必要な資料の提

出及び説明を求めることができる。 
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（部会） 

第６条 協議会は、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する委員をもって

充てる。 

４ 会長は、社会福祉法人が実施を予定している地域公益事業又は協議会が協議しようと

する事項が第１項の規定により設置した部会の所管事項のみに係るものであるときは、

当該部会に協議を委任することができる。この場合において、部会長は、協議の結果を

会長に報告しなければならない。 

（事務局） 

第７条 協議会の事務局は、健康福祉部管理課に置く。 

（補則） 

第８条  この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、健康福祉部長

が定める。 

 

附  則 

 この要綱は、平成２９年９月２５日から施行する。 
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江別市地域公益事業等に関する地域協議会設置要領を次のように定める。 

 

 平成２９年９月２５日 

 

江別市健康福祉部長  

 

（趣旨） 

第１条  江別市地域公益事業等に関する地域協議会（以下「協議会」という。）の設置につ

いては、江別市地域公益事業等に関する地域協議会設置要綱（平成２９年９月２５日市

長決裁）によるほか、この要領に定めるところによるものとする。 

（開催の申出） 

第２条 社会福祉充実財産を活用して地域公益事業を行おうとする社会福祉法人は、協議

会の会長に対して開催申出書を提出するものとする。 

２ 前項の申出書には、次に掲げる事項を明らかにする書類を添付するものとする。 

(1) 当該社会福祉法人の事業概要 

(2) 社会福祉充実残額の見込額 

(3) 当該地域公益事業の実施対象、期間、具体的な実施方法等の内容 

(4) 当該地域公益事業の実施にあたっての関係機関との連携 

(5) その他参考となる事項 

３ 会長は、第１項の申出書を受理したときは、当該社会福祉法人の行おうとする事業が

明らかに地域公益事業に該当しない場合等、特段の事情がない限り、遅滞なく協議会の

招集を行うものとする。 

（法人担当者の出席） 

第３条  社会福祉法人の地域公益事業に係る協議にあたっては、原則として当該社会福祉

法人の担当者の説明を求めるものとする。ただし、担当者の協議会への出席が困難な場

合、開催申出書の添付書類により十分な協議を行うことができる場合等にあっては、こ

の限りでない。 

（利害関係者） 

第４条  委員は、自己が評議員又は役員である社会福祉法人に係る地域公益事業に関する

協議に加わることができない。 

（法人への通知） 

第５条  会長は、協議会において地域公益事業に係る協議を行ったときは、当該地域公益

事業に係る社会福祉法人に対して、協議の概要を通知するものとする。 

（補則） 

第６条  この要領に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、健康福祉部長

が定める。 

 

附  則 

 この要綱は、平成２９年９月２５日から施行する。 
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